
平成２９年度自己評価計画書 石川県立田鶴浜高等学校

重点目標 具体的取組 主担当 現 状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備 考
１ 本校の｢スクールポ ① グループ学習、調べ 教 務 課 昨年度の授業評価 【努力指標】 「先生は、ペア学習・班活動・話 Ｃ以下の場合は、 生徒による授業
リシー｣｢学力スタン 学習、学び合い学 で「協働学習の機 主体的・対話的で深 し合い等、協力して学ぶ機会を 授業形態、授業 評価を７月・１２
ダード｣に基づい 習、ＩＣＴ機器を効果 会を授業で設けて い学びとなる工夫を 設けている」 と評価した生徒の 内容を再検討す 月に実施する。
て、学習指導を実 的に用いた言語活動 いる」と評価した生 意図的・計画的に授 割合が る。
施し、看護師・介護 などの協働学習を積 徒の割合が他のア 業に取り入れてい Ａ ８０％以上
福祉士に求められ 極的に取り入れる。 ンケート項目より低 る。 Ｂ ７５％以上
る学力の向上を図 い。 Ｃ ７０％以上
る。 Ｄ ７０％未満 である。

② ＩＣＴ等を活用した発 教 務 課 他者の発言を傾聴 【満足度指標】 「班活動等では、積極的に参加 Ｃ以下の場合は、 自分自身の学習
表や討論、事例検討 する姿勢は身に付 生徒自らが課題を することができた」 と自己評価を 指導方法を再検 の取り組みに対
など、他者との対話、 きつつある。さらに 発見し、協働して解 した生徒の割合が 討する。 する評価を７月・
思考場面を適宜設定 自らが課題を発見 決しようとしている。 Ａ ７５％以上 １２月に実施す
する。 し、協働して解決 Ｂ ７０％以上 る。

する力を向上させ Ｃ ６５％以上
る必要がある。 Ｄ ６５％未満 である。

③ ＩＣＴ機器、視聴覚教 教 務 課 昨年度の授業評価 【満足度指標】 「授業は興味深く、学習意欲が Ｃ以下の場合は、 生徒による授業
材を効果的に活用 で「授業は興味深 主体的に学習できる わくように工夫されている」と評 授業形態、授業 評価を７月・１２
し、生徒の学習への く、学習意欲がわ 工夫が授業にみら 価した割合が 内容を再検討す 月に実施する。
関心を高め、内容の く」に対しての１・２ れる。 Ａ ８０％以上 る。
理解を促す。 年生の肯定評価が Ｂ ７５％以上

低い。基礎・基本 Ｃ ７０％以上
事項の習得を図り Ｄ ７０％未満 である。
ながら、学習意欲
の向上を図る必要
がある。



重点目標 具体的取組 主担当 現 状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備 考
２ 専門教科指導をよ ① 専門教科の知識・技 衛 生 国家試験演習で、 【成果指標】 偏差値４０未満の生徒が Ｂ以下の場合は、 看護模試（全国）
り充実させて、専門 術の確実な定着を図 看 護 科 本校が目標とする 国家試験演習の専 Ａ ０人 指導方法を再検 を実施し、評価
職に就く者としての るため、目標レベルに レベルに達してい 門科目全ての偏差 Ｂ ２人 討する。 する。
資質の向上に努 達するまで補習・個別 ない生徒がいる。 値４０未満の生徒が Ｃ ４人
め、看護師・介護 指導を実施する。 ０人である。 Ｄ ５人以上 である。
福祉士国家試験全
員合格を目指す。 ② 専門教科の知識・技 専 攻 科 国家試験演習で、 【成果指標】 偏差値４０未満の生徒が Ｂ以下の場合は、 看護模試（全国）

術の確実な定着を図 本校が目標とする 国家試験演習の偏 Ａ ０人 指導方法を再検 を実施し、評価
るため、目標レベルに レベルに達してい 差値４０未満の生徒 Ｂ １人 討する。 する。
達するまで補習・個別 ない生徒がいる。 が０人である。 Ｃ ２人
指導を実施する。 Ｄ ３人以上 である。

③ ＜１、２年生＞ 健 康 ＜１、２年生＞ 【成果指標】 ＜１、２年生＞ ＜１、２年生＞ 自学ノートの取
継続して学習すること 福 祉 科 家庭学習の習慣化 ＜１、２年生＞ 課題を提出する生徒の割合が ＣまたはＤの場合 組状況を毎日チ
で、学習習慣を身につ が十分にできてい 課題（毎日の自学） Ａ １００％ は、個別指導を行 ェックし、その集
ける。 ない。 を提出する生徒の Ｂ ９５％以上 う。 計を月ごとに行

割合が１００％であ Ｃ ９０％以上 う。
る。 Ｄ ９０％未満 である。

＜３年生＞ ＜３年生＞ ＜３年生＞ ＜３年生＞ ＜３年生＞
分野ごとの小テストや 国家試験演習で一 国家試験演習及び 国家試験演習及び国家試験の ＣまたはＤの場合 国家試験演習ご
個別指導を実施し、専 定レベルに達して 国家試験の個々の 個々の得点率６５％以上の生徒 は、取り組み方法 とに確認する。
門知識の確実な定着 いない生徒がい 得点率６５％以上の の割合が を検討する。
を図る。 る。 生徒の割合が Ａ １００％

１００％である。 Ｂ ９５％以上
Ｃ ９０％以上
Ｄ ９０％未満 である。



重点目標 具体的取組 主担当 現 状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備 考
３ 課外時間を用いた ① 部活動の参加率向上 生 徒 会 総体以降、部活動 【成果指標】 アンケートにて、「部活動に９０％ CまたはDの場 ７月、１２月にア
健康指導を充実さ を図る。 の参加が減少する 部活動に積極的に 以上参加できた」の割合が 合には取り組み ンケートを実施
せ、看護師・介護 傾向がある。 参加する。 A ８０％以上 方法を検討し、注 する。
福祉士に求められ B ７０％以上 意喚起を行う。
る健康な心・体の C ６０％以上
育成を図る。 D ６０％未満 である。

② 縄跳びの実施により、 体 育 科 昨年度の新体力テ 【成果指標】 ３分間で縄跳びを３００回以上跳 ＣまたはＤの場合 定期的に計測を
自己記録の更新に努 ストの結果から、筋 ３分間、縄跳びを べる生徒の割合が は個別指導を行 行い、記録を提
めながら、あきらめな 力と持久力が県平 跳ぶことができる。 う。 示する。
い態度の育成や体力 均を下回っている Ａ ８０％以上
の向上を図る。 ため、向上させる Ｂ ７０％以上

必要がある。 Ｃ ６０％以上
Ｄ ６０％未満 である。

③ 立ち止まって丁寧に 総 務 課 校内外問わず、心 【成果指標】 保護者アンケートで「立ち止まっ Ｃ以下の場合は、 ＰＴＡ総会、７月
挨拶をすることができ 生 徒 会 のこもった丁寧な 保護者アンケート ての挨拶ができている」との回答 指導方法と取り組 と１２月の保護者
るよう継続指導する。 生 徒 挨拶がより一層定 で「立ち止まっての が みの見直しをす 懇談の３回アン

指 導 課 着するように、継続 挨拶ができている」 Ａ ９０％以上 る。 ケートを実施す
して指導を行う必 との回答が９０％以 Ｂ ８０％以上 る。
要がある。 上である。 Ｃ ７０％以上

Ｄ ７０％未満 である

④ いじめに係わる相談 生 徒 いじめは大人が気 【成果指標】 １年間を通して、いじめに係わる Ｃ以下の場合は、 学期ごとにいじ
や聴き取りを主とした 指 導 課 付きにくく判断しに 生徒がいじめに係 個人面談を行った回数が 面談時間確保の めに係わる個人
個人面談を定期的・ くい形で行われる わる相談をできるよ ための方法につ 面談の回数を確
継続的に行うことでい ことが多いため、現 うに、生徒全員に対 Ａ ５回以上 いて再検討をす 認する。
じめ防止に努める。 在も随時個人面談 して個人面談を行 Ｂ ４回以上 る。 ６月、１１月には

を実施しているが、 う。 Ｃ ３回以上 全校生徒を対象
今後は組織的計画 Ｄ ２回以上 としたいじめアン
的に実施し、早期 Ｅ ２回未満 である。 ケートを行う。
段階での状況把握
やその対応に取り
組む必要がある。



重点目標 具体的取組 主担当 現 状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備 考
４ 本校の特色ある教 ① 体験入学、学校説明 総 務 課 地域の医療機関・ 【最終成果指標】 健康福祉科の一般入試の志願 Ｃ以下の場合
育活動や、地域の 会と並行して、学校 教 務 課 福祉施設等への就 昨年度より健康福 者数が募集定員を は、広報活動の
医療・福祉を支える 公開日、学校祭等の 職者は安定維持し 祉科の志願者数が 方法の見直しを
人材の必要性等の 行事への中学生の参 ているが、健康福 増加している。 Ａ 大きく上回った。 する。
広報に努め、志願 加者増を図り、本校 祉科への志願者数 Ｂ 上回った。
者の増加を図る。 の教育活動への理解 は伸び悩んでい Ｃ 下回った。

を深める。 る。 Ｄ 大きく下回った。

② 小・中学校への福祉 健 康 医療・福祉関係機 【成果指標】 小・中学校での福祉の出前授業 ＣまたはＤの場合
の出前授業や本校で 福 祉 科 関には本校の教育 小・中学校での福祉 や本校での交流学習の実施回 は、出前授業実
の交流学習を実施す への理解が深まっ の出前授業や本校 数が 施等の情報提供
る。 ているが、小・中学 での交流学習の実 Ａ ２５回以上 を再度行う。

生の理解は十分で 施回数が増加する。 Ｂ ２０回以上
はない。 （前年度１２回） Ｃ １５回以上

Ｄ １５回未満 である。


